
個人情報登録簿 年 月 日

☑ □

1

2

3

4

5

6

助成の内容

電話番号 税額等の状況 相談の内容

メールアドレス

口座

要望・苦情の内容 資格の状況

住所 建物等の状況 指導の内容

申請の内容

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 土地の状況

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

ブロック塀等改善指導・助成システム

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ ☑

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

震災に対する危険防止のため
ブロック塀等改修助成を行うため

個人情報の保有の記録

業務の名称 ブロック塀等の改善指導・助成 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

ブロック塀等の所有者、管理者及び調査員
ブロック塀等改修工事助成申請者等及び工事関係者



個人情報登録簿

□ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

□ ☑ □ □ ☑

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 40

16 41

13 38

14 39

31

11 36

12 37

9 34

10 35

3 電話番号 28

4 メールアドレス 29

7 32

8 33

5 土地の状況 30

6 建物等の状況

1 氏名 26

2 住所 27

項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目 項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目

個人情報の
授受の方法

閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他： 光ディスク

外部結合による授受

個人情報の第三者への提供の制限 契約内容の遵守状況についての定期的報告

個人情報の複製等の制限 個人情報の取扱状況を把握するための監査等

委託の条件

個人情報に関する秘密保持 個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応

個人情報の目的外利用の禁止 個人情報の消去、媒体の返還及び廃棄

保有個人情報に係る業務の再委託の制限 法令及び契約に違反した場合における契約解除、損害賠償責任

個人情報の安全管理措置 関係法令の遵守

委託の内容 避難道路及び通学路に面するブロック塀等の構造、状況及び所有者等の調査

再委託の
内容・理由

業務の名称 ブロック塀等の改善指導・助成 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

委託先の区分 民間事業者

外部委託の記録１

委託の期間 単年度 継続



個人情報登録簿 年 月 日

☑ ☑

1

2

3

4

5

6

電話番号

性別 住居の所有

生年月日

家族構成

住所 暮らし向き

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 資産

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ □

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由
不動産登記法第１１９条、第１２０条、第１２１条

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

まちづくり計画を推進するため

個人情報の保有の記録

業務の名称 まちづくり計画 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

まちづくり計画区域内の地権者



個人情報登録簿

□ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

□ ☑ ☑ □ □

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 40

16 41

13 38

14 39

31

11 36

12 37

9 34

10 35

3 土地の状況 28

4 建物の状況 29

7 32

8 33

5 暮らし向き 30

6

1 氏名 26

2 住所 27

項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目 項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目

個人情報の
授受の方法

閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他：

外部結合による授受

個人情報の第三者への提供の制限 契約内容の遵守状況についての定期的報告

個人情報の複製等の制限 個人情報の取扱状況を把握するための監査等

委託の条件

個人情報に関する秘密保持 個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応

個人情報の目的外利用の禁止 個人情報の消去、媒体の返還及び廃棄

保有個人情報に係る業務の再委託の制限 法令及び契約に違反した場合における契約解除、損害賠償責任

個人情報の安全管理措置 関係法令の遵守

委託の内容 計画区域の土地、建物等の調査・分析、計画案策定

再委託の
内容・理由

業務の名称 まちづくり計画 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

委託先の区分 民間事業者（調査・分析等）

外部委託の記録１

委託の期間 単年度 継続



個人情報登録簿 年 月 日

☑ □

1

2

3

4

5

6

印影

電話番号 助成金額

メールアドレス

工事内容・費用等

住所 不動産所有権証明書類 申請の状況

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 口座情報

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） ☑ 共有フォルダ □

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

補助金の交付申請等の際、補助要件への適合可否を確認するとともに、補助金申請に必要な交付対
象者の個人情報を一元管理するため

個人情報の保有の記録

業務の名称 まちなか木製ベンチ等設置補助金交付 に関する業務

登録年月日 令和 6 7 1

対象となる
個人の範囲

杉並区民又は区内に事業所等をもつ個人事業主、区内に事業所等をもつ法人又は区内で主に活動し
ている地域団体、対象ベンチ等の設置場所の不動産所有者



個人情報登録簿 年 月 日

☑ ☑

1

2

3

4

5

6

続柄 居住状況

性別 土地・建物の利用状況 住居の間取り等

生年月日

電話番号

沿道整備に対する意見・意識 家族構成

住所 土地・建物の所有状況 住居の所有

防音工事の内容

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 土地・建物の概要

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

環状七号線・八号線沿道地区計画台帳

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ □

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由
不動産登記法第１１９条、第１２０条、第１２１条

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

沿道整備計画を推進するため

個人情報の保有の記録

業務の名称 沿道整備計画 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

沿道整備計画区域の地権者及び建築者



個人情報登録簿 年 月 日

☑ ☑

1

2

3

4

5

6

工事関係人氏名、電話番号

監督処分の内容

印影

代理人住所、氏名

本籍・国籍 地位承継承継理由 資格

性別 税額 職歴

生年月日 地位承継承継年月日

続柄 事業実績

電話番号

開発行為の概要 学歴

住所 収入 職業・勤務先

役職・地位

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 資産

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

開発指導行政関係情報処理システム

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ ☑

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由
都市計画法第30条

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

都市の健全な発展と秩序ある整備を図るため

個人情報の保有の記録

業務の名称 開発許可 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

工事施行者・設計者・地位（申請者）の承継者・公共施設管理者・工事の妨げとなる権利を有する者な
どの開発行為をしようとする者（申請者）、開発登録簿の写し交付申請者



個人情報登録簿

☑ □

□

□

□ □

□ ☑ □ □ □

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 40

16 41

13 公共施設の種類、地位及び区域 38

14 39

31

11 検査済証発行年月日 36

12 工事完了公告年月日 37

9 開発区域の面積 34

10 予定建築物の用途 35

3 工事施工者の氏名 28

4 工事施工者の住所 29

7 開発許可の年月日、番号 32

8 開発地域に含まれる地域の名称 33

5 地位承継者の氏名 30

6 地位承継者の住所

1 開発許可を受けた者の氏名 26

2 開発許可を受けた者の住所 27

外部提供の相
手方に求めた
措置の内容

　

項番 外部提供した保有個人情報の項目 項番 外部提供した保有個人情報の項目

外部結合による提供
外部提供の

方法
閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他:

外部提供の記録１

法第69条第２項第３号 法第69条第２項第４号

上記の法令根拠
又は

相当の理由
特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例

外部提供を
受ける者の
利用目的

開発行政における上級官庁としての指導、監督を行うため

外部提供
の根拠

利用目的内の提供 法令根拠あり 相当の理由がある

利用目的以外のため
の提供

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

業務の名称 開発許可 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

外部提供を
受ける者

東京都



個人情報登録簿 年 月 日

☑ □

1

2

3

4

5

6

メールアドレス 耐震診断内容・結果

耐震改修結果

性別 事業所の概要

工事等関係者名 法否適合部分
工事等関係者連絡先・所在地 工事等の概要

続柄又は所有者との関係 資産の状況

印影 口座番号

容姿 相談・要望等の内容 職業・勤務先

住所・所在地・連絡先 敷地・工作物の概要 調査・処理経過 資格の状況

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 建築物の概要

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

民間特定建築物台帳管理システム

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ ☑

既存建築物台帳管理システム

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

区内住宅を中心とした既存建築物等の「耐震診断・改修支援」及び「落下物・ブロック塀等の調査・指
導」をすることで、市街地の防災性の向上と安全なまちづくりを進める必要があるため

個人情報の保有の記録

業務の名称 既存建築物等の耐震改修促進指導 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

既存建築物の関係者及び耐震診断士等耐震化支援施策に従事する者



個人情報登録簿

□ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑ ☑ □ □

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 建物の耐震状況 40

16 41

13 建物の増改築の有無 38

14 建物の増改築年月日 39

31

11 建物の建築年度 36

12 建物の建築確認年月日 37

9 建物の床面積 34

10 建物の建築面積 35

3 所有者電話番号 28

4 建物の名称 29

7 建物の構造 32

8 建物の階数 33

5 建物の所在地 30

6 建物の用途

1 所有者氏名 26

2 所有者住所 27

項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目 項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目

個人情報の
授受の方法

閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他：

外部結合による授受

個人情報の第三者への提供の制限 契約内容の遵守状況についての定期的報告

個人情報の複製等の制限 個人情報の取扱状況を把握するための監査等

委託の条件

個人情報に関する秘密保持 個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応

個人情報の目的外利用の禁止 個人情報の消去、媒体の返還及び廃棄

保有個人情報に係る業務の再委託の制限 法令及び契約に違反した場合における契約解除、損害賠償責任

個人情報の安全管理措置 関係法令の遵守

委託の内容 区内にある建築物の中から、耐震改修を促進すべき建築物の選別、情報の調査及びデータの整理

再委託の
内容・理由

業務の名称 既存建築物等の耐震改修促進指導 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

委託先の区分 民間事業者（耐震改修建築物調査等）

外部委託の記録１

委託の期間 単年度 継続



個人情報登録簿

□

□

☑

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

16 41

15 40

14 39

12 37

13 38

10 35

11 36

4 建築確認申請年月日 29

5 建築確認年月日 30

8 33

9 34

6 建築確認番号 31

7 建築物の延べ面積 32

2 建築確認申請者住所 27

3 建築敷地の地名地番 28

項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目 項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目

1 建築確認申請者氏名 26

電子計算組織 □ その他：

目的外利用を
された

業務の名称
(b) 建築確認 に関する業務

目的外利用の
方法

☑ 閲覧 ☑ 文書 ☑

目的外利用の
根拠

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

法第69条第２項第２号（相当の理由があるとき）

上記の法令根
拠又は

相当の理由

耐震改修等の指導・助言や助成対象としての要件確認等の際、既存建築物の情報が
必要である。

目的外利用を
した業務の
利用目的

区内住宅を中心とした既存建築物等の「耐震診断・改修支援」及び「落下物・ブロック塀等の調査・指
導」をすることで、市街地の防災性の向上と安全なまちづくりを進める必要があるため

目的外利用をした記録１

目的外利用を
した

業務の名称
(a) 既存建築物等の耐震改修促進指導 に関する業務



個人情報登録簿

□

□

☑

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

16 41

15 40

14 39

12 37

13 38

10 35

11 36

4 耐震改修助成申請日 29

5 耐震改修助成完了日 30

8 33

9 34

6 補強の概要 31

7 32

2 建築物所在地 27

3 耐震改修助成整理番号 28

項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目 項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目

1 申請者氏名 26

電子計算組織 □ その他：

目的外利用を
された

業務の名称
(b) 既存住宅耐震改修工事助成 に関する業務

目的外利用の
方法

☑ 閲覧 ☑ 文書 ☑

目的外利用の
根拠

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

法第69条第２項第２号（相当の理由があるとき）

上記の法令根
拠又は

相当の理由
助成対象案件の確認のため

目的外利用を
した業務の
利用目的

区内住宅を中心とした既存建築物等の「耐震診断・改修支援」及び「落下物・ブロック塀等の調査・指
導」をすることで、市街地の防災性の向上と安全なまちづくりを進める必要があるため

目的外利用をした記録２

目的外利用を
した

業務の名称
(a) 既存建築物等の耐震改修促進指導 に関する業務



個人情報登録簿

□

□

☑

25 50

24 49

23 48

22 47

21 建替え検討状況 46

20 耐震に関する状況 45

19 修繕に関する状況 44

18 建築関係図書 43

17 マンション管理状況 42

16 部屋数 41

15 容積率 40

14 棟数 39

12 階数・戸数 37

13 面積 38

10 築年月等 35

11 構造 36

4 団体名 29

5 役職名 30

8 所有・使用の形態 33

9 耐震に関する状況 34

6 建物名称 31

7 建物所在 32

2 住所 27

3 電話番号 28

項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目 項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目

1 氏名 26

電子計算組織 □ その他：

目的外利用を
された

業務の名称
(b) マンション管理の適正化・再生の促進 に関する業務

目的外利用の
方法

□ 閲覧 ☑ 文書 ☑

目的外利用の
根拠

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

法第69条第２項第２号（相当の理由があるとき）

上記の法令根
拠又は

相当の理由

杉並区耐震改修促進計画に基づき、耐震に係るマンションの状況を把握し、マンション
の耐震改修等を促進するため

目的外利用を
した業務の
利用目的

区内住宅を中心とした既存建築物等の「耐震診断・改修支援」及び「落下物・ブロック塀等の調査・指
導」をすることで、市街地の防災性の向上と安全なまちづくりを進める必要があるため

目的外利用をした記録３

目的外利用を
した

業務の名称
(a) 既存建築物等の耐震改修促進指導 に関する業務



個人情報登録簿 年 月 日

☑ □

1

2

3

4

5

6

税額等の状況

前年の総所得金額

住居所有区分

耐震診断項目別評点

耐震診断所見

階数

構造

生年月日 延べ面積 災害時支援対策対象者

電話番号 建築確認番号 助成金額

印影 図面の有無

主要用途

工事種別

工事内容・費用等

住所 建築確認年月日 助成金申請状況

口座

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 住宅築年数

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記

録」参照）

耐震改修助成申請者台帳管理システム

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ ☑

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

住宅の耐震性向上のための補強・改修工事を行う者及び耐震シェルターを設置する者に対し工事費用
助成する。

個人情報の保有の記録

業務の名称 既存住宅耐震改修工事助成 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

助成対象建築物の所有者、居住者



個人情報登録簿

□ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

□ ☑ □ □ □

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 40

16 41

13 耐震診断所見 38

14 39

31

11 工事内容・費用 36

12 耐震診断項目別評点 37

9 主要用途 34

10 階数・構造 35

3 連絡先 28

4 住宅築年数 29

7 図面 32

8 延べ面積 33

5 建築確認年月日 30

6 建築確認番号

1 氏名 26

2 住所 27

項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目 項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目

個人情報の
授受の方法

閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他：

外部結合による授受

個人情報の第三者への提供の制限 契約内容の遵守状況についての定期的報告

個人情報の複製等の制限 個人情報の取扱状況を把握するための監査等

委託の条件

個人情報に関する秘密保持 個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応

個人情報の目的外利用の禁止 個人情報の消去、媒体の返還及び廃棄

保有個人情報に係る業務の再委託の制限 法令及び契約に違反した場合における契約解除、損害賠償責任

個人情報の安全管理措置 関係法令の遵守

委託の内容
１　耐震改修計画・工事が現行の耐震基準または区の要綱等に適合するか否かの審査業務
２　耐震改修工事が計画どおり行われているか否かの確認・検査業務

再委託の
内容・理由

業務の名称 既存住宅耐震改修工事助成 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

委託先の区分 建築関係の専門機関

外部委託の記録１

委託の期間 単年度 継続



個人情報登録簿

□

□

☑

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

16 41

15 40

14 39

12 37

13 38

10 35

11 36

4 29

5 30

8 33

9 34

6 31

7 32

2 住所 27

3 前年の総所得金額 28

項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目 項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目

1 氏名 26

電子計算組織 □ その他：

目的外利用を
された

業務の名称
(b) 特別区民税・都民税賦課徴収（普通徴収） に関する業務

目的外利用の
方法

☑ 閲覧 □ 文書 ☑

目的外利用の
根拠

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

法第69条第２項第２号（相当の理由があるとき）

上記の法令根
拠又は

相当の理由

1 申請者の所得確認を行うため。（所得制限1,200万円未満の確認）
2 居住確認を行なうため。（居住の用に供する住宅の確認）

目的外利用を
した業務の
利用目的

住宅の耐震性向上のための補強・改修工事を行う者及び耐震シェルターを設置する者に対し工事費用
助成する。

目的外利用をした記録１

目的外利用を
した

業務の名称
(a) 既存住宅耐震改修工事助成 に関する業務



個人情報登録簿

□

□

☑

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

16 41

15 40

14 39

12 37

13 38

10 35

11 36

4 29

5 30

8 33

9 34

6 31

7 32

2 住所 27

3 前年の総所得金額 28

項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目 項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目

1 氏名 26

電子計算組織 □ その他：

目的外利用を
された

業務の名称
(b) 特別区民税・都民税賦課徴収（特別徴収） に関する業務

目的外利用の
方法

☑ 閲覧 □ 文書 ☑

目的外利用の
根拠

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

法第69条第２項第２号（相当の理由があるとき）

上記の法令根
拠又は

相当の理由

1 申請者の所得確認を行うため。（所得制限1,200万円未満の確認）
2 居住確認を行なうため。（居住の用に供する住宅の確認）

目的外利用を
した業務の
利用目的

住宅の耐震性向上のための補強・改修工事を行う者及び耐震シェルターを設置する者に対し工事費用
助成する。

目的外利用をした記録２

目的外利用を
した

業務の名称
(a) 既存住宅耐震改修工事助成 に関する業務



個人情報登録簿

□

□

☑

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

16 41

15 40

14 39

12 37

13 38

10 35

11 36

4 29

5 30

8 33

9 34

6 31

7 32

2 住所 27

3 災害時要配慮者登録状況 28

項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目 項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目

1 氏名 26

電子計算組織 □ その他：

目的外利用を
された

業務の名称
(b) 災害時要配慮者支援対策 に関する業務

目的外利用の
方法

□ 閲覧 ☑ 文書 □

目的外利用の
根拠

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

法第69条第２項第２号（相当の理由があるとき）

上記の法令根
拠又は

相当の理由
助成対象者を確認するため

目的外利用を
した業務の
利用目的

住宅の耐震性向上のための補強・改修工事を行う者及び耐震シェルターを設置する者に対し工事費用
助成する。

目的外利用をした記録３

目的外利用を
した

業務の名称
(a) 既存住宅耐震改修工事助成 に関する業務



個人情報登録簿 年 月 日

☑ □

1

2

3

4

5

6

住所

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 土地・建物の概要

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ □

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

土地区画整理計画区域内における建築を許可するため

個人情報の保有の記録

業務の名称 区画整理協議 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

土地区画整理計画区域内において建築をする者



個人情報登録簿

□ ☑

□

□

□ □

□ ☑ □ □ □

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 40

16 41

13 38

14 39

31

11 36

12 37

9 34

10 35

3 敷地面積 28

4 建築面積 29

7 印影 32

8 33

5 構造 30

6 階数

1 氏名 26

2 住所 27

外部提供の相
手方に求めた
措置の内容

　

項番 外部提供した保有個人情報の項目 項番 外部提供した保有個人情報の項目

外部結合による提供
外部提供の

方法
閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他:

外部提供の記録１

法第69条第２項第３号 法第69条第２項第４号

上記の法令根拠
又は

相当の理由
東京都が定めた都市計画のため

外部提供を
受ける者の
利用目的

土地区画整理計画区域内の建築状況を把握するため

外部提供
の根拠

利用目的内の提供 法令根拠あり 相当の理由がある

利用目的以外のため
の提供

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

業務の名称 区画整理協議 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

外部提供を
受ける者

東京都



個人情報登録簿 年 月 日

☑ ☑

1

2

3

4

5

6

性別

生年月日

記録の内容

住所 株式保有状況

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 土地・建物の概要

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ □

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由
不動産登記法第２１条

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

市街地再開発事業を実施するため

個人情報の保有の記録

業務の名称 市街地再開発事業 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

市街地再開発事業を実施する者及び利害関係者



個人情報登録簿

□ ☑

□

□

□ □

□ ☑ □ □ □

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 40

16 41

13 38

14 39

31

11 印影 36

12 37

9 発起人の株式数 34

10 再開発組合の総会議事録 35

3 性別 28

4 生年月日 29

7 土地、借地権の価格 32

8 建物の価格 33

5 土地の所有権、借地権 30

6 建物の所有権、借家権

1 氏名 26

2 住所 27

外部提供の相
手方に求めた
措置の内容

　

項番 外部提供した保有個人情報の項目 項番 外部提供した保有個人情報の項目

外部結合による提供
外部提供の

方法
閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他:

外部提供の記録１

法第69条第２項第３号 法第69条第２項第４号

上記の法令根拠
又は

相当の理由
市街地再開発事業等再開発を実施するため

外部提供を
受ける者の
利用目的

市街地再開発事業等再開発を実施するため

外部提供
の根拠

利用目的内の提供 法令根拠あり 相当の理由がある

利用目的以外のため
の提供

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

業務の名称 市街地再開発事業 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

外部提供を
受ける者

東京都



個人情報登録簿 年 月 日

☑ ☑

1

2

3

4

5

6

印影

性別 資産の状況

生年月日 株式保有状況

要望・苦情の内容 記録の内容

住所 建物の状況

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 土地の状況

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ □

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由
不動産登記法第２１条

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

市街地再開発事業等再開発に関する業務を実施するため

個人情報の保有の記録

業務の名称 市街地再開発事業等再開発 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

市街地再開発事業等再開発に関する業務を実施する者及び利害関係者



個人情報登録簿

□ ☑

□

□

□ □

□ ☑ □ □ □

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 要望・苦情の内容 40

16 41

13 建物の状況 38

14 資産の状況 39

31

11 印影 36

12 土地の状況 37

9 発起人の株式数 34

10 再開発組合の総合議事録 35

3 生年月日 28

4 性別 29

7 土地、借地権の価格 32

8 建物の価格 33

5 土地の所有権、借地権 30

6 建物の所有権、借家権

1 氏名 26

2 住所 27

外部提供の相
手方に求めた
措置の内容

　

項番 外部提供した保有個人情報の項目 項番 外部提供した保有個人情報の項目

外部結合による提供
外部提供の

方法
閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他:

外部提供の記録１

法第69条第２項第３号 法第69条第２項第４号

上記の法令根拠
又は

相当の理由
市街地再開発事業等再開発に関する業務を実施するため

外部提供を
受ける者の
利用目的

市街地再開発事業等再開発に関する業務を実施するため

外部提供
の根拠

利用目的内の提供 法令根拠あり 相当の理由がある

利用目的以外のため
の提供

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

業務の名称 市街地再開発事業等再開発 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

外部提供を
受ける者

国・東京都



個人情報登録簿 年 月 日

☑ □

1

2

3

4

5

6

建物の状況

施工者

電話番号 講座

連絡先 設計者

建築年月日

土地の状況

住所 建築物住所

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 建築物名称

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

杉並の面影を伝える建物保存に関する情報管理システム

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ ☑

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

電子計算組織 ☑ その他： フィルム

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

かつての杉並の面影を留める景観上重要な建築物を、区民共用の財産として将来に受け継ぐため、明
治、大正、昭和初期に建築された、歴史的価値のある建物の種別・規模、保存すべき建物、助成・支援
のあり方等の検討を行う。

個人情報の保有の記録

業務の名称 杉並の面影を伝える建物保存 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

景観上重要な建築物の所有者等



個人情報登録簿 年 月 日

☑ ☑

1

2

3

4

5

6

事業実績

生年月日 地位承継理由 申請状況 職歴

宅地造成及び土石等の概要 使用者名称

住所 地位承継年月日 申請内容 使用期間

職名

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 資産

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

宅地造成等行政関係情報処理システム

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ ☑

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

宅地造成及び特定盛土等規制法第22条第2項
宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則第７条

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

崖崩れ又は土石の流出による災害防止を図るため

個人情報の保有の記録

業務の名称 宅地造成及び土石の堆積許可 に関する業務

登録年月日 令和 6 7 31

対象となる
個人の範囲

工事主（申請者）、工事施行者、設計者、地位（申請者）の承継者、宅地造成地の所有者、盛土規制法
調書の写し交付申請者



個人情報登録簿

☑ □

□

□

□ □

□ ☑ ☑ □ □

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 40

16 41

13 38

14 39

31

11 36

12 37

9 34

10 35

3 宅地造成及び土石等の概要 28

4 申請内容 29

7 32

8 33

5 申請状況 30

6

1 氏名 26

2 住所 27

外部提供の相
手方に求めた
措置の内容

　

項番 外部提供した保有個人情報の項目 項番 外部提供した保有個人情報の項目

業務の名称

外部結合による提供
外部提供の

方法
閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他:

法第69条第２項第３号 法第69条第２項第４号

上記の法令根拠
又は

相当の理由
特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例

外部提供を
受ける者の
利用目的

上級官庁としての事務処理等、指導、監督を行うため

外部提供
の根拠

利用目的内の提供 法令根拠あり 相当の理由がある

利用目的以外のため
の提供

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

宅地造成及び土石の堆積許可 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

外部提供を
受ける者

東京都

外部提供の記録１



個人情報登録簿 年 月 日

☑ ☑

1

2

3

4

5

6

電話番号

住居の間取り等

住所

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 土地・建物の概要

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

地区計画台帳管理システム

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ □

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由
不動産登記法第１１９条、第１２０条、第１２１条

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

地区計画を推進するため

個人情報の保有の記録

業務の名称 地区計画推進 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

地区計画区域内で建物を建築する者及び用途を変更する者



個人情報登録簿 年 月 日

☑ □

1

2

3

4

5

6

印影

生年月日

電話番号

要望・苦情の内容

住所 相談の内容

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

都市計画決定情報管理システム

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ ☑

都市計画決定に係る意見管理

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部管理課、市街地整備課

個人情報の
利用目的

都市計画に対する住民及び利害関係者の意見を聴くため

個人情報の保有の記録

業務の名称 都市計画決定 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

住民及び利害関係者



個人情報登録簿 年 月 日

☑ □

1

2

3

4

5

6

住所 建物の状況

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 土地の状況

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ □

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

市街地整備計画策定のため

個人情報の保有の記録

業務の名称 土地区画整理事業予定区域における市街地整備計画 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

土地区画整理事業予定区域の土地・建物所有者



個人情報登録簿

□ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

□ ☑ ☑ □ □

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 40

16 41

13 38

14 39

31

11 36

12 37

9 34

10 35

3 土地の状況 28

4 建物の状況 29

7 32

8 33

5 30

6

1 氏名 26

2 住所 27

項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目 項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目

個人情報の
授受の方法

閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他：

外部結合による授受

個人情報の第三者への提供の制限 契約内容の遵守状況についての定期的報告

個人情報の複製等の制限 個人情報の取扱状況を把握するための監査等

委託の条件

個人情報に関する秘密保持 個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応

個人情報の目的外利用の禁止 個人情報の消去、媒体の返還及び廃棄

保有個人情報に係る業務の再委託の制限 法令及び契約に違反した場合における契約解除、損害賠償責任

個人情報の安全管理措置 関係法令の遵守

委託の内容 計画区域の道路、土地・建物等の検査、分析、計画案策定

再委託の
内容・理由

業務の名称 土地区画整理事業予定区域における市街地整備計画 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

委託先の区分 民間事業者（都市計画コンサルタント）

外部委託の記録１

委託の期間 単年度 継続



個人情報登録簿 年 月 日

☑ ☑

1

2

3

4

5

6

申請状況

造成工事の概要 職業・勤務先

住所 申請内容 役職・地位

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記

録」参照）

特別緑地保全地区（宅地造成）情報処理システム

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ ☑

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

都市緑地法第14条
都市緑地法運用指針 6.（4）①

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

都市における緑地の適正な保全と緑化の推進を図るため

個人情報の保有の記録

業務の名称 特別緑地保全地区内における宅地造成工事許可 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

特別緑地保全地区内で工事主・工事施行者・設計者・地位（申請者）の承継者などの宅地造成工事を
しようとする者（申請者）



個人情報登録簿 年 月 日

☑ □

1

2

3

4

5

6

印影

メールアドレス

本籍・国籍 助成・対応状況

性別 取引状況 住居の所有

生年月日

続柄 口座

電話番号 要望・相談内容

家族構成 職業・勤務先

住所 土地・建物の概要 扶養関係

住居の間取り等

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 資産

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

不燃化助成システム

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） ☑ 共有フォルダ ☑

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

不燃化促進区域内等に耐火性能の高い建築物の建築を促進するため

個人情報の保有の記録

業務の名称 不燃化促進事業 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

①不燃化促進助成金等を希望する者
②土地・建物の所有者



個人情報登録簿

□ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

□ ☑ ☑ □ □

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 40

16 41

13 38

14 39

31

11 36

12 37

9 34

10 35

3 電話番号 28

4 土地に関する登記事項 29

7 メールアドレス 32

8 33

5 建物に関する登記事項 30

6 建物等に関する意向

1 氏名 26

2 住所 27

項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目 項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目

個人情報の
授受の方法

閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他：

外部結合による授受

個人情報の第三者への提供の制限 契約内容の遵守状況についての定期的報告

個人情報の複製等の制限 個人情報の取扱状況を把握するための監査等

委託の条件

個人情報に関する秘密保持 個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応

個人情報の目的外利用の禁止 個人情報の消去、媒体の返還及び廃棄

保有個人情報に係る業務の再委託の制限 法令及び契約に違反した場合における契約解除、損害賠償責任

個人情報の安全管理措置 関係法令の遵守

委託の内容

１　不燃化の促進に関する事業の区域内における土地及び建物の所有者、建築年を登記簿等により確
認し、対象建物等の台帳などを作成する。
２　作成した台帳などに基づき、権利者訪問を行い、意向等の調査を実施する。また、地域の課題調
査、分析等を実施する。

再委託の
内容・理由

業務の名称 不燃化促進事業 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

委託先の区分 民間事業者

外部委託の記録１

委託の期間 単年度 継続



個人情報登録簿

□

□

☑

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

16 41

15 40

14 39

12 37

13 38

10 要望・意見の内容 35

11 対応経過 36

4 年代 29

5 建物の状況 30

8 物件の維持管理状況 33

9 家族構成 34

6 土地の状況 31

7 住居の状況 32

2 住所 27

3 電話番号 28

項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目 項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目

1 氏名 26

電子計算組織 □ その他：

目的外利用を
された

業務の名称
(b) 空家等対策の推進 に関する業務

目的外利用の
方法

□ 閲覧 ☑ 文書 □

目的外利用の
根拠

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

法第69条第２項第２号（相当の理由があるとき）

上記の法令根
拠又は

相当の理由
不燃化促進区域内等での不燃化のまちづくりを促進するため

目的外利用を
した業務の
利用目的

不燃化促進区域内等に耐火性能の高い建築物の建築を促進するため

目的外利用をした記録１

目的外利用を
した

業務の名称
(a) 不燃化促進事業 に関する業務



個人情報登録簿

□ ☑

□

□

□ □

□ ☑ □ □ □

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 40

16 41

13 38

14 39

31

11 融資あっせん、利子補給状況 36

12 37

9 職業・勤務先 34

10 住民票 35

3 敷地面積 28

4 建築物に関わる事項 29

7 建築確認申請書及び確認済証 32

8 取引状況 33

5 検査済証 30

6 家屋の評価額

1 氏名 26

2 住所 27

外部提供の相
手方に求めた
措置の内容

　

項番 外部提供した保有個人情報の項目 項番 外部提供した保有個人情報の項目

外部結合による提供
外部提供の
方法

閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他:

外部提供の記録１

法第69条第２項第３号 法第69条第２項第４号

上記の法令根拠
又は

相当の理由
不燃化の促進に関連する事業に係る交付金、補助金を交付するため

外部提供を
受ける者の
利用目的

不燃化の促進に関連する事業に係る交付金、補助金を交付するため

外部提供
の根拠

利用目的内の提供 法令根拠あり 相当の理由がある

利用目的以外のため
の提供

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

業務の名称 不燃化促進事業 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

外部提供を
受ける者

東京都・国



個人情報登録簿 年 月 日

☑ ☑

1

2

3

4

5

6

電話番号 申請状況

造成工事の概要 職業・勤務先

住所 申請内容 役職・地位

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

風致地区（土地形質変更）情報処理システム

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ ☑

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由
杉並区風致地区条例施行規則第3条

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

都市の風致を維持するための必要な規制を図るため

個人情報の保有の記録

業務の名称 風致地区内における土地形質変更許可 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

風致地区内で工事主・工事施行者・設計者・地位（申請者）の承継者などの土地の形質変更伴う工事を
しようとする者（申請者）



個人情報登録簿 年 月 日

☑ □

1

2

3

4

5

6

診断項目別評点

診断所見

階数

構造

延べ面積

連絡先 建築確認番号

図面の有無

主要用途

工事種別

容姿 建築士免許番号

住所 建築確認年月日

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 木造住宅等築年数

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

木造住宅等耐震診断情報管理システム

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ ☑

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

地震に強い安全なまちづくりを進めるため、耐震診断を希望する木造住宅等について、区が登録した
耐震診断士を派遣し、耐震診断を行う。

個人情報の保有の記録

業務の名称 木造住宅等耐震診断士派遣 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

区内に住宅を所有し耐震診断士の派遣を申請した者、耐震診断士



個人情報登録簿

□ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑

☑ ☑ ☑ □ ☑

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

15 40

16 41

13 診断項目別評点 38

14 診断所見 39

31

11 工事種別 36

12 階数・構造 37

9 延べ面積 34

10 主要用途 35

3 連絡先 28

4 建築士免許番号 29

7 建築確認番号 32

8 図面の有無 33

5 木造住宅等築年数 30

6 建築確認年月日

1 氏名 26

2 住所 27

項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目 項番 委託先が取り扱う保有個人情報の項目

個人情報の
授受の方法

閲覧 文書 磁気媒体 外部結合 その他： 電話・FAX等

外部結合による授受

個人情報の第三者への提供の制限 契約内容の遵守状況についての定期的報告

個人情報の複製等の制限 個人情報の取扱状況を把握するための監査等

委託の条件

個人情報に関する秘密保持 個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応

個人情報の目的外利用の禁止 個人情報の消去、媒体の返還及び廃棄

保有個人情報に係る業務の再委託の制限 法令及び契約に違反した場合における契約解除、損害賠償責任

個人情報の安全管理措置 関係法令の遵守

委託の内容
申請受付け、耐震診断士の選定及び派遣並びに申請者及び区への報告その他本事業を遂行するた
めに必要な事務

再委託の
内容・理由

業務の名称 木造住宅等耐震診断士派遣 に関する業務

部課名 都市整備部市街地整備課

委託先の区分 区内の建築専門の職能団体

外部委託の記録１

委託の期間 単年度 継続



個人情報登録簿

□

□

☑

25 50

24 49

23 48

22 47

21 46

20 45

19 44

18 43

17 42

16 41

15 40

14 39

12 37

13 38

10 35

11 36

4 建築確認申請年月日 29

5 建築確認年月日 30

8 33

9 34

6 建築確認番号 31

7 建築物の延べ面積 32

2 建築確認申請者住所 27

3 建築敷地の地名地番 28

項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目 項番 (a)が目的外利用した(b)の保有個人情報項目

1 建築確認申請者氏名 26

電子計算組織 ☑ その他： 電話・FAX

目的外利用を
された

業務の名称
(b) 建築確認 に関する業務

目的外利用の
方法

☑ 閲覧 ☑ 文書 □

目的外利用の
根拠

法第69条第１項（法令に基づく場合）

法第69条第２項第１号（本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき）

法第69条第２項第２号（相当の理由があるとき）

上記の法令根
拠又は

相当の理由

　申請された木造住宅等（建築確認の年月日が不明なもの）が派遣事業の対象となるか
どうかを確認する必要があるため。

目的外利用を
した業務の
利用目的

地震に強い安全なまちづくりを進めるため、耐震診断を希望する木造住宅等について、区が登録した
耐震診断士を派遣し、耐震診断を行う。

目的外利用をした記録１

目的外利用を
した

業務の名称
(a) 木造住宅等耐震診断士派遣 に関する業務



個人情報登録簿 年 月 日

☑ □

1

2

3

4

5

6

代理人住所、氏名

電話番号

印影

権利者住所、氏名

造成宅地の概要

住所

個
人
情
報
の
記
録
の
内
容

基本情報 財産等の情報 心身等の情報 生活状況等の情報 社会活動等の情報

氏名 資産

電子計算組織
の名称

（記録項目は
別紙「電子計
算組織への記
録」参照）

個人情報の
記録の方法

☑ 文書（紙） □ 共有フォルダ □

個人情報の
取得方法

本人から取得 本人以外から取得

本人以外から
取得の

根拠又は理由

電子計算組織 □ その他：

部課名 都市整備部市街地整備課

個人情報の
利用目的

租税特別措置法に基づく優良宅地の認定をするため

個人情報の保有の記録

業務の名称 優良宅地認定 に関する業務

登録年月日 令和 5 4 1

対象となる
個人の範囲

認定申請者
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